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 1　「働き方改革」とは　～ 企業にとってのメリット ～ 

「働き方改革」とは、子育て、介護、治療などの様々な事情や、性別、年齢などの属性にかかわらず、
誰もが活躍できる職場環境づくりを行うことです。
多様な人材が活躍できる職場環境づくりのためには、働く人々の時間には制約があるということ

を念頭に置いて、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組を行うことが必要です。多様な人材
が活躍できる職場環境づくりに取り組むことで、働く人々のモチベーションの向上、効率的に働こ
うという時間意識の高まり、健康の確保が図られ、生産性の向上につながります。さらに、良い人
材の確保・定着や企業イメージにもプラスとなり、ひいては企業の成長につなげることができます。
「働き方改革」に向けた取組をきっかけとして、このような好循環が生まれ、働く人々と企業の双
方にとってメリットが生じることが期待できます。

 2　なぜ今、「働き方改革」なのか ～我が国社会全体と個別企業の双方にとっての必要性～

我が国の総人口はすでに減少局面に入っています。東京都でも、15～64歳の生産年齢人口が
2040年までの25年間に約166万人減少することが見込まれており、人材確保の困難化が予測され
る状況にあるのは例外ではありません。
人口減少・少子高齢化は、我が国社会全体の働き方やライフスタイルの改革を迫るのみならず、

個別企業にも、人材確保・活用戦略における改革を求めるものとなり得ます。
「働き方改革」に取り組んでいかないと、人材確保が困難となるばかりでなく、今いる大切な社
員を失うことにもなりかねません。

「働き方改革」を進めましょう！
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これからは、「長時間労働が可能な働き手を前提とした働き方モデル」ではなく、「時間に制約の
ある働き手を前提とした働き方モデル」への転換を図り、誰もがそれぞれの事情に応じた働き方で
活躍できる職場環境づくりに取り組むことが不可避となっているのです。

 3　どのような手順で取り組めばよいか、 
　　　　　　　　　　　　　ほかの会社はどのような取組をしているか ～ 取組のヒント ～ 

⑴経営トップの判断・発信
✓　 企業として「働き方改革」に取り組む姿勢を経営トップが社内に発信し、経営や人事の方針
として明文化することが、その後の取組を円滑にします。取組の目的や必要性について、社
員が納得し共有することが重要です。また、具体的な目標を定めることが有効です。

⑵自社の現状の把握・課題の整理
✓　 まずは、労働基準法や「労働時間適正把握ガイドライン」、育児・介護休業法等の法令順守
状況についてチェックしましょう。

✓　 自社の現状把握には、厚生労働省「働き方・休み方改善ポータルサイト」や「女性の活躍・
両立支援総合サイト」内の自己診断ツールが利用できます。社員アンケート調査を行い、ニー
ズを把握することも有効です。現状把握をもとに課題を整理しましょう。

✓　 また、社内プロジェクトチームの設置、労使による話合いの機会の設定など、社内の意見を
広く集め取組を推進する体制づくりにも留意しましょう。

3－1自社の課題に合わせた取組に着手
✓　 自社の課題に応じて、優先度の高いもの・できるものから始めましょう。
✓　 取組の際に活用できる、国の助成金制度や東京都の「働き方改革宣言奨励金」等の支援策
もあります。

3－2 多様な働き方を認める社内の意識・雰囲気の醸成
✓　 制度の見直しだけでなく、併せて、社員、特に管理職一人ひとりの意識を変えていくことが
重要です。

✓　 例えば、経営トップからのメッセージを継続的に発信する、社員向けや管理職向けに研修を
実施する、社員応募の標語を使ったポスターの掲示や社内通信での呼びかけ等により周知・
広報を行う、管理職の人事評価項目の一つに部下や自身の年休取得状況に関する項目を入
れ、管理職の意識を高めるといった取組例があります。

⑷PDCAを回して継続的に
✓　 進捗状況を定期的に確認し、問題点があれば柔軟に見直し改善する、という取組を継続す
ることが重要です。（Plan→ Do→ Check→ Action）

✓　 例えば、人事部門が各部署の労働時間や休暇取得率のデータを毎月把握して残業の多い・
取得率の低い部署の長からヒアリングを行う、各職場の取組の好事例を社内で共有し展開
する、といった取組例があります。

 4　国や東京都からの支援があります 

⑴働き方・休み方改善コンサルタント（国）
問合せ　 東京労働局　雇用環境・均等部指導課　☎03－6867－0211
⑵TOKYO働き方改革宣言企業制度（都） 「TOKYO働き方改革宣言企業」ウェブサイト参照。
⑶助成金 （主なものを抜粋）※ 助成金は、平成29年度の内容です。
①　両立支援等助成金（国）　②　職場意識改善助成金（国）　③　業務改善助成金（国）
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情報処理サービス業及びソフトウェア業に
対する監督指導の状況

（件）

平成27年 平成28年 平成29年

情報処理サービス業 21　 33　 20　

ソフトウェア業 24　 27　 25　

（件）

平成27年 平成28年 平成29年

１５条（労働条件明示） 10　 12　 3　

２４条（賃金の支払い） 3　 5　 2　

３２条（労働時間）　 21　 32　 16　

３７条（割増賃金）　 18　 25　 13　

８９条（就業規則）　 3　 9　 1　
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会員会社一覧表
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2017年度の主な活動内容
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2018年度　活動予定
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